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　意図（活動により対象をどのような状態にしたいのですか）

農林水産業、商工業、観光の振興、起業家や地域リーダーの育成等、幅広い分野の人材育成。

H22年度の事業概要 H25年度の事業計画
H23年度の

事業概要・計画
H24年度の事業計画

01

事業期間

施　　策

細 施 策

　住民と行政が協働するまちづくり

　予算細々目名

　市民意識の高揚

平成 年度年度　出水市ふるさと育成塾事業

03

平成

細目
根拠法令・条例、関連計画等

  農林水産業、商工業、観光の振興、起業家や地域リーダーの育成等、幅広い分野の人材育成に資するための事業
を実施している。平成１８年度から事業を実施しており、平成２０年度までは、人材育成のための講演会を開催し
てきた。２１年度からは、人材育成のための自立再生のための柳谷集落への派遣事業、ひろえば街が好きになる運
動等、直接事業を実施した。２２年度は研修会は開催できたが、九州新幹線全線開業に伴う事業を計画・準備して
いたが鳥インフルエンザの発生により中止となった。

〇ふるさと育成塾運営補助金
・育成塾運営委員 15人
・「意見交換会」前年度の研修
会等参加者による意見交換会
参加者３１人
・「勉強会」農、工、商のネット
ワークづくりについて鹿児島
工業倶楽部の活動について
簿勉強会　参加者６人
・九州新幹線全線開業プレイ
ベントでの市のＰＲによる活性
化事業（鳥インフルの為中止）

〇ふるさと育成塾運営補助
金
･育成塾運営委員 12人
･案として、市内の隠れたス
ポットの紹介マップ作成
･後の事業は現在運営委員会
で協議中

〇ふるさと育成塾運営補助
金
･育成塾運営委員 15人
･人材育成、地域おこしに資
する事業を実施する。

〇ふるさと育成塾運営補助
金
･育成塾運営委員　15人
･人材育成、地域おこしに
資する事業を実施する。

平成２３年度　実施計画作成・事務事業評価（事後評価）シート

企画政策課 218内線

実施計画
１　基本事項

小村郁則部等名 政策経営部 課等名 記入者名

01
項

18

02

総合計画上の
位置付け

基本方針

事務事業名

　住民参画の推進

06地域活性化事業費（ふるさと育成塾事業）

手段（対象に対してどのような活動を行うのですか）

目会計 款

　対象（誰・何に対して行う事業ですか）
４　事務事業の対象・手段・意図

３　事務事業の概要

２　事務事業の目的（何のためにするのですか）

講演会・イベント等の開催や人材育成関連事業の開催塾生及び市民



080

※　活動指標・・・事業内容を示す数値（ボランティア講座開催回数、道路整備延長距離など）
※　成果指標・・・施策・事務事業の目的達成度を示す数値（ボランティア実施者数、渋滞緩和率など）

□ 拡大 ■ 継続 □ 改善
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

□ 拡大 ■ 継続 □ 改善
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

□ 拡大 ■ 継続 □ 改善
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

3 3

500 500

3 3

500

　今後の方向性（総合評価）

①

② 事業回数

指 標 名 単位

人 37事業参加者

目標
区分

最終目標
年度

事務事業評価（事後評価）

実績 目標値

１　指標の推移
23年度22年度

５　今後の方向性、改善案等（最終評価）

　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

３　今後の方向性、改善案等（一次評価）

４　今後の方向性、改善案等（二次評価）

　方向性の理由、改善案等

人材育成などの教育は、長期的な取組みが必要であるため継続とする。

起業家や地域リーダーなど、幅広い分野の人材育成のため継続とする。

　市と受益者との負担割合は妥当ですか（受益者負担がある場合に記入してください）

■ は　い 理由

これまでも講演など事業内容によっては受益者負担としており、妥当である。
いいえ

　成果指標を下げずにコスト削減の余地はないですか

□ な　い 理由

□ 

な　い 理由

人材育成、起業家支援を目的とした類似事業はない。
□ あ　る

そ
の
他

　他の市町村では、実施している事業ですか

阿久根市、長島町は実施していない。

成果指標を見出せない。

■

□ あ　る

　類似事業の有無と統合の可能性はないですか（市以外の取組含む）
効
率
性

■ 

目標
25年度
目標

な　い

□ 

あ　る

成果指標を見出せない。
□ あ　る

活
動
指
標

24年度

②

理由

①

有
効
性

　成果指標を向上させる余地はないですか

理由

人材育成などの教育は、長期的な取組みが必要と思われる。
□ 

二次評価と同様に継続とする。今後、鹿児島大学との包括連携を活かし
て、鹿児島大学からの「まちづくり」などの出前講座の開催ができるよ
うに取り組む。

回

　廃止・休止した場合の影響はありますか

な　い

２　評　　　価

成
果
指
標


